
　(1) （財）松本市開発公社
【主な取組み内容】
見直し方針 実施年度

２０年度
２１年度

【市の関与状況】
基本財産 市出資割合 人的支援 財政的支援 施設等貸与
30,000千円 100% ●(市関係役員) ー ー

 （2）　三城観光（株）
【主な取組み内容】
見直し方針 実施年度

２０年度

【市の関与状況】
資本金 市出資割合 人的支援 財政的支援 施設等貸与
10,000千円 50% ●(市関係役員) ー ー

 （3）（有）新奈川温泉開発
【主な取組み内容】
見直し方針 実施年度

２０年度

【市の関与状況】
資本金 市出資割合 人的支援 財政的支援 施設等貸与
17,900千円 27.9% ●(市関係役員) ー ●(土地）

　(4) （株）ファインフーズ梓川 
【主な取組み内容】
見直し方針 実施年度

２０年度
　～

【市の関与状況】
資本金 市出資割合 人的支援 財政的支援 施設等貸与
90,250千円 66.5% ●(市関係役員)●(損失補償）●(土地）

委託事業
●(指定管理)

委託事業

・三城いこいの広場の営業終了を待って年度末までに清算し解散

・今期決算（平成２０年９月３０日）をもって会社を解散、平成２１
　年３月下旬に清算総会を開催

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（内50%以上出資団体　10団体）
　(2) 市が継続的、人的、財政的に支援を行うなど密接な関係を有する３団体
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　合計　１７団体

廃　止

２ 見直し方針に基づく主な取組み内容及び団体への市の関与状況

廃　止

委託事業

実　　施　　内　　容

●(指定管理)

外郭団体改革実施計画書 概要

１　対象となる団体の区分

廃　止

実　　施　　内　　容
・第三セクターとしての自主再建を断念し、事業譲渡を行い平成２１
  年度中に会社の清算を行う。

実　　施　　内　　容
・解散許可、清算業務の検討
・残余財産を確定し、市へ帰属させる。

　(1) 市が２５％以上出資・出損している１４団体

実　　施　　内　　容

廃　止

ー

委託事業
ー
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  (5)  松本コンベンションビューロー
【主な取組み内容】
見直し方針 実施年度

２１年度

【市の関与状況】
基本財産 市出資割合 人的支援 財政的支援 施設等貸与
ー ー ●(市関係役員)●(負担金) ー

 （6）（財）松本市教育文化振興財団
【主な取組み内容】
見直し方針 実施年度

２１年度
２１年度
２１年度
２０年度

【市の関与状況】
基本財産 市出資割合 人的支援 財政的支援 施設等貸与

 （7）（財）奈川振興公社 
【主な取組み内容】
見直し方針 実施年度

２０年度
２０年度
２１年度

【市の関与状況】
基本財産 市出資割合 人的支援 財政的支援 施設等貸与
30,000千円 100% ●(市関係役員) ー ●(建物）

  (8) （財）乗鞍温泉供給公社  
【主な取組み内容】
見直し方針 実施年度

【市の関与状況】
基本財産 市出資割合 人的支援 財政的支援 施設等貸与
3,000千円 100% ー ー ●(土地、建物）

 （9）（財）松本市勤労者共済会
【主な取組み内容】
見直し方針 実施年度

２０年度
２０年度
２１年度

【市の関与状況】
基本財産 市出資割合 人的支援 財政的支援 施設等貸与
40,000千円 100% ●(市関係役員)●(補助金） ー

存　続(本
市の関与の
適正化)

存　続(本
市の関与の
適正化)

委託事業

30,000千円 100%●(指定管理)

既に自立

実　　施　　内　　容
・財政的支援の見直し（国庫補助終了後の市補助の検討）
・加入会員の増（中小企業ニーズの把握、新規会員加入促進活動強化）
・組織体制の確立（事務局体制の見直し）

ー

・人的支援の見直し（市派遣職員の減員）
・設立趣旨等の見直し検討（設立目的、財団名称変更）
・組織体制の確立（理事長職民間活用、事務局体制強化）

ー
委託事業

実　　施　　内　　容

・自主財源の確保（収益事業の強化）

実　　施　　内　　容

・財政的支援の見直し（委託業務の内容、積算根拠の見直し）

統　合(本
市の関与の
適正化)

実　　施　　内　　容
・松本観光協会内に統合について協議する専門委員会を設置し、平成
　２１年度統合に向けた準備を進める。

・人的支援の見直し（理事長の民間登用）

存　続(本
市の関与の
適正化)

委託事業
ー

ー●(補助金）

実　　施　　内　　容

・組織体制の確立（理事会組織、事務局体制の見直し）

委託事業

委託事業
●(指定管理等)

●(市関係役
員、職員派遣)

ー ー
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 （10）松本市土地開発公社
【主な取組み内容】
見直し方針 実施年度

２０年度
２０年度

【市の関与状況】
基本財産 市出資割合 人的支援 財政的支援 施設等貸与

  (11) （財）松本ソフト開発センター
【主な取組み内容】
見直し方針 実施年度

２０年度
２０年度
２１年度

【市の関与状況】
基本財産 市出資割合 人的支援 財政的支援 施設等貸与
32,000千円 68.8% ●(市関係役員)●(補助金） ー

 （12）（社）梓川ふるさと振興公社
【主な取組み内容】
見直し方針 実施年度

２０年度

２０年度
２０年度

【市の関与状況】
基本財産 市出資割合 人的支援 財政的支援 施設等貸与
5,100千円 68.6% ●(市関係役員)●(補助金） ー

  (13) （社）松本農業開発センター
【主な取組み内容】
見直し方針 実施年度

２１年度
２１年度
２１年度

【市の関与状況】
基本財産 市出資割合 人的支援 財政的支援 施設等貸与
6,300千円 47.6% ●(市関係役員)●(負担金） ー

  (14)  四賀むらづくり（株）
【主な取組み内容】
見直し方針 実施年度

２０年度

２０年度
　～
２０年度

【市の関与状況】
資本金 市出資割合 人的支援 財政的支援 施設等貸与
55,700千円 30.5% ●(市関係役員) ー ●(土地、建物）

6,500千円 100%

委託事業
●(指定管理)

委託事業
●(委託事業)

実　　施　　内　　容

統　合(本
市の関与の
適正化)

委託事業

存　続(本
市の関与の
適正化)

・定款の改正（公益法人制度改革にあわせて定款見直し実施）
・組織体制の確立（理事数の見直しを図り、市関係理事の減員)

存　続(本
市の関与の
適正化)

・施設利用客の増加（地区イベントとの連携、ホームページの充実）

・委託業務の適正化（委託業務の見直しを検討）

・委託業務・財産貸付の適正化（旧村の委託業務を行っており適正化
  を図る）

実　　施　　内　　容
・自立のための人的支援（組織体制強化のため当面市職員派遣）

実　　施　　内　　容
・人員体制の適正化（嘱託職員、兼務職員の適正配置）
・事務経費の削減

●(負担金、債
務補償）

ー●(委託事業）●(市関係役員)

実　　施　　内　　容
・施設の利用率向上（利用者アンケート、地元限定プラン提供、予約
  システム導入、ホームページの改定）

・情報創造館との一体管理（創造館との一体管理、一部施設を工業支
  援センターとして有効活用）

存　続(本
市の関与の
適正化) ・収益の拡大（誘致宣伝強化、人件費の抑制、コスト意識改革）

・利用者ニーズに合う組織体制の確立と職員の見直し

存　続(本
市の関与の
適正化)

・高度ＩＴ人材育成事業の推進（組込み系ソフト講座等の開設）

委託事業
ー

委託事業

実　　施　　内　　容

・宿泊施設老朽化対策（水まわり、電気設備等修繕工事を当面自社負
  担で毎年実施）

●(指定管理等)
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  (15) 日本アルプス観光（株）
【主な取組み内容】
見直し方針 実施年度

２０年度

【市の関与状況】
資本金 市出資割合 人的支援 財政的支援 施設等貸与
16,000千円 30.0% ●(市関係役員) ー ●(土地）

  (16) （財）松本体育協会
【主な取組み内容】
見直し方針 実施年度

２２年度
２０年度
　～
２０年度
２０年度

【市の関与状況】
基本財産 市出資割合 人的支援 財政的支援 施設等貸与

 （17）　松本観光協会
【主な取組み内容】
見直し方針 実施年度

２１年度

２１年度
２１年度

２０年度

【市の関与状況】
基本財産 市出資割合 人的支援 財政的支援 施設等貸与
ー ー ●(市関係役員)●(補助金) ー

・ホームページの開設（体協事業の周知）

委託事業
●(委託事業）

10.9%●(指定管理等)

存　続(本
市の関与の
適正化)

存　続(本
市の関与の
適正化)

実　　施　　内　　容

実　　施　　内　　容

実　　施　　内　　容

・組織体制の充実（事務局長が専務理事を兼任）

・行政と協会の役割明確化（市、観光協会、事業者の役割の明確化、
  行政と事業者が協働して運営する組織づくり）

・市派遣職員の見直し(派遣職員を解消し、補助金の削減を検討）

委託事業
ー

委託事業

●(建物）●(市関係役
員、職員派遣)

●(補助金）

・収益事業の検討（財政基盤確保のため収益事業を検討）

３　見直しの進め方
　   本市及び対象外郭団体は、計画達成のため各年度ごとに進行管理と評価を行い、結
　 果を翌年度の取組みに反映していきます。
　　 今後新たに累積債務等により、経営が著しく悪化している団体が出てきた場合、経
　 営検討委員会を設置し、見直しの方向について改めて評価、検討するとともに期待さ
　 れる効果が得られない団体については、団体の廃止を含めあり方を抜本的に見直すこ
　 ととします。

・財政支援の適正化（事業内容により財政支援についても適正化を図
  る。）
・組織体制の確立（新しい組織設立に必要な事項について協議、設立
  に向けた準備を進める。）

・人的関与の適正化（行政から独立し、官民協働の団体へ）

45,721千円

存　続(本
市の関与の
適正化)

・人的支援の見直し（監査役を副市長から支所長へ変更）
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